(別添様式１)
平成２４年度　当初予算　　支出科目　款：民生費　項：社会福祉費　目：障害者福祉費
	事業名:　新法移行緊急経過措置事業費（障がい者）
　　（障害者自立支援対策臨時特例基金）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　　　　　健康福祉部　障害福祉課　自立支援担当　電話番号：058-272-1111（内2615）

　　　　　　　　　　　E-mail：c11226@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：10,984千円　（前年度予算額：29,288千円）

	事業内容


	１　事業の内容


障害者自立支援法に伴う体制整備等を図るため、交付金により岐阜県障害者自立支援対策臨時特例基金を造成(平成19年3月)し、平成24年度まで特別対策事業を実施。
  ■就労支援ネットワーク強化・充実事業(12)イ
      圏域における就労支援ネットワークの構築のための会議、研修会等の実施
　■特別アドバイザー派遣事業(14)ア

　　　先進地のスーパーバイザー等を特別アドバイザーとして招聘し、相談支援体制の

整備や充実、強化に向けた評価、指導等への助成
■障害者自立支援法等改正施行円滑化特別支援事業(16)
　　　法の施行に伴って必要となる施行事務（制度普及説明会等の開催等）
　■視覚障害者移動支援事業従事者の資質向上事業(22)オ
　　　ガイドヘルパーの指導者養成研修に参加するための経費について助成
　 
	２　所要経費


  ■就労支援ネットワーク強化・充実事業(12)イ    　　　　4,000千円
　■特別アドバイザー派遣事業(14)ア              　　　　2,600千円
　■障害者自立支援法等改正施行円滑化特別支援事業(16)　  4,216千円
　■視覚障害者移動支援事業従事者の資質向上事業(22)オ　　  168千円
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


	２　これまでの取組状況


障害者自立支援法（H18.4月一部施行・10月全面施行）は、当初から問題点が指摘されていたため、国は障害者自立支援対策臨時特例交付金を創設し、事業運営の安定化や新法による制度への移行促進等を行ってきた。
　　・平成18年12月  障害者自立支援対策臨時特例交付金の創設
　　・平成20年10月　「生活対策」に基づき国補正予算で基金の延長・積増し
　　・平成21年 4月　「経済危機対策」に基づき国補正予算で基金の積増し
    ・平成24年2月　　国4次補正予算で基金の延長・積み増し
	３　これまでの取組に対する評価


	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳
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	分担金
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